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看護系大学は、1970 年代全国に 8 大学しか無かったが、
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される前の平成 12 年 4 月に長岡京市個人情報保護条例、
情報公開条例等が施行された。また、情報ネットワーク
が配備された平成15年度末に、情報セキュリティに関す
る規定等が定められている。 
 市の保健師は地方公務員としても、守秘義務は課せら
れており、加えてこれらの基本的な個人情報保護の考え
に基づき、保健活動を展開している。 
 地域保健活動は、長岡京市健康情報ガイド総合システ
ム（以下「システム」）を用いて行っている。このシステ
ムは、成老人保健・母子保健などの事業管理、対象者の
把握から健康診査・各種検診業務、各種健康相談・教室、
保健指導・訪問指導、統計資料・報告業務等の業務を包
括的に電子情報化した市独自のシステムである。システ
ムは、保健活動に必要な住記情報や国民健康保険の資格
等を、個人情報の目的外利用として審議会の承認を得て
利用している。 
（１）母子保健活動 
乳幼児健康診査は、当初の目的であった早期発見・早
期治療の観点から虐待予防も含めた育児支援に視点をか
えた。まず親子と保健師が最初の出会いとなる新生児（乳
児含む）訪問を常勤職員が全数訪問（原則）することと
し、以後の健診・教室への参加を促し、相談しやすい基
盤づくりをこころがけた。健診の問診票に、フェイスス
ケール（笑顔から泣き顔など５段階の表情を選択肢とし
て育児をしている親の気分をあらわすもの）を取り入れ、
言語による表現以外でも親の育児状況が把握できるよう
にした。 
 乳幼児健康診査や訪問等で特に経過観察の必要な子ど
もについては、小児科医師による医師発達相談、発達相
談員による心理発達相談、言語聴覚士によることばの相
談等を設け、保健師・管理栄養士等も従事して発達発育
に関する助言指導や医療機関・療育機関の紹介等きめ細
かく対応している。 
 さらに療育や障害児保育を受けるときに必要な情報提
供は、親の了解をもとに、一定の書式にて作成し所定の
決裁をうけ他機関へ提出している。 
（２）成老人保健活動 
 法が施行されたのち、基本健康診査やがん検診の委託
契約書に、「個人情報の保護」「個人情報特記事項」の遵
守を明記した。また、これらの受診票や結果通知書には
健診情報が市へ報告されることや、精検結果について市
から受診者へ問い合わせすることがあるなどを明記して
いる。 
（３）高齢者・障害者への対応 
高齢者の地域ケアシステムでは、所管の高齢介護課や
在宅介護支援センターにおいて相談票を作成するが、他
の関係機関への情報提供について本人、家族の同意を得
ている。また、障害者の支援費制度においても、利用の
申請時に関係機関への情報提供の同意書を本人・家族（保
護者）から得ている。 
（４）まとめ 
個人の保健情報は、本人・家族へ適切な保健や福祉の
サービスを展開するために、他の関係機関へ提供される。 
地域保健活動においても、個人の情報を扱っているとい
う意識を常にもつことと、本人・家族（保護者）との信
頼関係の上で、他へ情報提供することについて、十分説
明することを大事にしている。説明を尽くしても同意が
得られない場合は、他へ情報提供することはない。また、
相談拒否がある場合は、本人・家族が相談希望するまで
目を離さずに待つことも必要と考えている。 
 
Ⅵ まとめ 
任 和子（京都大学医学部付属病院） 
 本シンポジウムでは「看護における倫理的課題」とい
う看護実践においてきわめて重要なテーマについて、看
護学教育、研究、臨床、地域の 4 つの視点から、討議す
る場を与えられた。それぞれの分野で活躍中の 4 名のシ
ンポジストが登壇されたことにより、大上段に構えがち
なテーマを具体的な事象にブレークダウンして考えるこ
とができた。 
看護サービス提供においては、一人ひとりの看護者が
「その時その場で」判断して実施する看護行為を最小単
位として、患者あるいはクライエントのQOLが高まるこ
とを目指している。日本看護協会の看護業務基準には、
「看護業務は保健師助産師看護師法により規定され、か
つ看護倫理に基づいて実践される」と記述されている。
あたりまえに行われる一つひとつの看護行為が倫理原則
に則って行なわれるためには、基礎教育、卒後教育、継
続教育それぞれが連携して専門職教育を行わなければな
らない。また、倫理原則に則った看護行為が習慣化する
には、知識と経験の蓄積とともに、組織としての仕組み
の構築も不可欠である。4名のシンポジストが強調された
ことはこのことに集約できるのではないだろうか。 
倫理的問題が起こったとき、あるいはそれを予防する
とき、その問題に気づくこと、気づいた時それが誰と誰
の間に、あるいは何と何の間に起こったどのような価値
の対立なのかを明らかにすること、さらになぜ対立する
のかを検討しそれを具体的に解決していくこと、これら
に地道に取り組むことが重要であることを確認したシン
ポジウムであった。 
